
当初、個人的に考えていた「国際学総合研究Ｂ（地域社会と現代Ⅰ）
の内容は以下の通り。

「本授業では、現代社会における国内外の複合的諸課題を対象に、
担当教員各々の専門分野にもとづいた分析を提示すると同時に、具
体的な解決手法および解決方策について履修者とともに考察する。
例えば、国際的なテロ事件を題材に、社会心理学的側面からみた人
間行動の特徴、政府が提供するセキュリティー対策や情報管理のあ
り方、国際間の協力体制構築をめぐる歴史的経緯と法的課題、さら
にはインターネットなど電子情報に対する制御手法について検討す
る」



　　　　地方方分権の時代

1993.6.　　地方分権推進決議（国会）
　
1995.5.15.地方分権推進法の成立

　　　以後、地方分権推進委員会の
　　　　　　　諸勧告



☆地方分権のポイントは国の地方に対する

「関与」の縮減・緩和

①　通達行政（法令に基づく関与）

②　補助金行政（資金交付に伴う関与）

③　必置規制（組織編成に対する関与）



　　　　何が変わったのか？→

「地方自治体が肩代わりさせられてい
た国の事務が、制度的になくなった」

「機関委任事務」→「自治事務」か
　　　　　　　　　　　　「法定受託事務」　に



市町村合併の変遷

明治初期約70,000→

明治の大合併:
1888年の市制町村制施行の直前の合併で約
14,000に
（栃木県の場合、町109、村1,148）
（→敗戦当時１万弱に）



昭和の大合併：

1953年以来の合併（町村合併促進法
「町村はおおむね8,000人以上の住民
を有するのを標準とし・・・」。。
で3,300弱に減少

市677、町1,961、村552の計3,190
　　　　　　　　　　　　　　　（2003年4月現在）



「平成の大合併」に突入？（以下の図は総務省ＨＰ）



栃木県地図



合併をめぐる３課題

• 建設計画

• 議員定数

• 地域内自治



近隣政府（Ａタイプ）とは？

• 「狭域の場（ネイバーフッド･レベル）におい
て展開される、個々の住民及び自主的に
組織された住民組織（自治会・町内会系、
コミュニティ組織系、まちづくり協議会系、
ボランティア・ＮＰＯ系）による、主体的な住
民自治活動////」
　　（日本都市センター『自治的コミュニティの構築と近隣政
府の選択』より）



近隣政府Ａタイプのイメージ

• 「現在、日本の各地域で活動を続けている
コミュニティ協議会、市民・区民委員会、自
治会・町内会系組織（自治会・町内会、連
合自治会・町内会）、まちづくり協議会等を
さらにブラッシュアップし、機能強化を図る
方法が考えられる」（同）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コラム「地元学」
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